
不適切な服務管理
	対象受検機関
	検出事項
	是正を求める事項
	措置の内容

	渋谷高等学校
	特別休暇（服喪休暇）について、死亡の前日から特別休暇を承認しているものがあった。
続　　　柄
父（休暇日数：７日）
死　亡　日
平成26年10月23日
休暇承認日
平成26年10月22日から同月27日まで

	特別休暇について理解を深め、承認処理を行う際は、必ず関係規則等を確認し、適正な事務処理を行われたい。


	学校総務サービス課と調整の上、平成26年10月22日から27日までの特別休暇の取消し、10月22日の年休申請、10月23日から27日までの特別休暇の申請及び承認を行った。

今後は、特別休暇（服喪）の申請及び承認の際は、関係規則等を確認し、適正な事務処理に努めていく。




監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成28年１月28日）
	対象受検機関
	検出事項
	是正を求める事項
	措置の内容

	福井高等学校

	特別休暇（生理休暇）について、休暇初日から連続する２日（週休日等を含む）を超えて承認していた。     
取得日時
平成27年１月30日　13時から17時まで
平成27年２月２日　８時30分から10時30分まで

	特別休暇について理解を深め、承認処理を行う際は、必ず関係規則等を確認し、適正な事務処理を行われたい。
【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例】
第15条　任命権者は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に定める期間の特別休暇を与えることができる。
（略）
(5)　女性である職員が生理のため勤務が著しく困難である場合　１回について２日以内で必要とする期間
【学校職場における勤務条件等（制度解説）】（平成27年４月　大阪府教育委員会）
４　特別休暇
（略）
○生理（正規職員･･･勤務時間条例第15条第５号、臨時的任用職員･･･府立学校勤務時間規則別表第６号）
女子である職員が生理のため勤務が著しく困難である場合
１回について２日以内で必要とする期間
（留意点）
・　承認にあたっては、生理休暇初日から連続する２日（週休日等を含む）の期間中で必要な期間とする。
・　その日に割振られた勤務時間の一部について特別休暇を付与する場合でも、１日として取扱う。

	　　

本件については、過年度の事案で総務事務システムでの是正処理をすることができないため、平成28年２月10日付けで書面により、特別休暇の取消申請及び年次有給休暇の取得申請を行い、出勤簿の訂正を行った。

今後、休暇等服務の取扱いについては、関係条例、規則等の規程に基づき、適正に対応していくよう努めていく。


監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成28年２月８日）

	対象受検機関
	検出事項
	是正を求める事項
	措置の内容

	箕面東高等学校


	出退勤記録に遅参あり等となっているものが放置されていた。（21名、合計28件）。

職員名
日付
出勤簿表示
原因
Ａ
平成26年５月26日
早退あり
出張入力誤り
Ｂ
平成26年６月13日
早退あり
出張入力誤り
Ｃ
平成26年６月21日
遅参あり
年休入力漏れ
Ｄ
平成26年６月10日
早退あり
出張入力漏れ
Ｅ
平成26年７月19日
早退あり
勤務パターン登録誤り
平成26年９月９日
早退あり
出張入力漏れ
Ｆ
平成27年２月22日
遅参あり
年休入力漏れ
Ｇ
平成27年２月28日
早退あり
年休入力漏れ
Ｈ
平成27年３月30日
早退あり
年休入力漏れ
Ｉ
平成27年３月９日
早退あり
年休入力漏れ
平成27年３月12日
退勤なし
スリット忘れ
Ｊ
平成27年３月27日
遅参あり
年休入力漏れ
Ｋ
平成27年３月24日
遅参早退あり
年休入力漏れ
Ｌ
平成27年３月24日
早退あり
年休入力漏れ
平成27年３月26日
退勤なし
スリット忘れ
平成27年３月31日
退勤なし
スリット忘れ
Ｍ
平成27年３月24日
退勤なし
スリット忘れ
Ｎ
平成27年３月31日
出退勤なし
スリット忘れ
Ｏ
平成27年３月16日
早退あり
年休入力漏れ
Ｐ
平成27年３月27日
退勤なし
スリット忘れ
Ｑ
平成27年３月31日
退勤なし
スリット忘れ
Ｒ
平成27年３月30日
遅参あり
出張入力誤り
Ｓ
平成27年３月30日
退勤なし
スリット忘れ
Ｔ
平成27年３月23日
退勤なし
スリット忘れ
平成27年３月27日
退勤なし
スリット忘れ
平成27年３月30日
遅参あり
年休入力漏れ
平成27年３月31日
遅参あり
年休入力漏れ
Ｕ
平成27年３月26日
遅参あり
年休入力漏れ

	速やかに必要な是正措置を講じるとともに、職員の勤務時間、休日休暇等に関する事務の取扱いを遵守することを徹底されたい。今後、再発防止のためにチェック体制の強化を図られたい。

【学校職場における勤務条件等】
第６章　出勤簿他

職員本人が、システムとオンライン接続されたオンラインタイムレコーダー（ＯＴＲ）のスリットに職員証（ＩＤカード）又は出勤カードを通す方法により出退勤の記録を行う。
　出勤の記録がない場合「遅参・早退・未入力リスト」に掲示されるとともに、職員本人及び直接監督責任者等の総務事務システムトップページにお知らせ表示される（20日間）。

　直接監督責任者は、「遅参・早退・未入力リスト」を確認し、必要な出勤簿修正を行うこととされている。


	監査の結果を受け、速やかに是正措置を行った。
また、監査後の職員会議で、改めて出退勤打刻や速やかに各種届出等を行うことについて徹底を図った。（平成28年２月29日）

今後、服務管理に当たっては、出退勤の確認を徹底し、関係する規定に基づき適正な事務処理に努める。




監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成28年２月５日）
	対象受検機関
	検出事項
	是正を求める事項
	措置の内容

	たまがわ高等支援学校
	特別休暇（服喪休暇）について、配偶者の母が生計を一にする姻族ではなかったにもかかわらず、７日で承認したため、条例・規則で定める日数を超えていたものがあった。
続　　　柄
配偶者の母（休暇日数：３日）
休暇承認日
平成26年６月18日から同月24日までの７日間

	　特別休暇について理解を深め、承認処理を行う際は、必ず関係規則等を確認し、適正な事務処理を行われたい。



	誤って日数を超えて承認した特別休暇については、取り消し、年次休暇として処理を行った。

今後、特別休暇の承認処理を行う際は、関係規則等を確認し、適正な事務処理に努める。


監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成28年１月14日）
【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例】


第15条　任命権者は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に定める期間の特別休暇を与えることができる。


（略）


(6)　前各号に掲げるもののほか、人事委員会規則で定める場合人事委員会規則で定める期間





【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則】


第10条　条例第15条第６号の人事委員会規則で定める場合は、次の各号に定める場合とし、同号の人事委員会規則で定める期間は、当該各号に定める期間とする。


（略）


(6)　親族の喪に服する場合　別表第５に定める日数以内で必要と認める期間





別表第５（第10条関係）


死亡した者�
日数�
�
父母、配偶者、子　�
７日�
�
祖父母、兄弟姉妹、父母の配偶者、配偶者の父母　�
３日�
�
孫、子の配偶者、配偶者の子、祖父母の配偶者、配偶者の祖父母、兄弟姉妹の配偶者、配偶者の兄弟姉妹、おじ又はおば、おじ又はおばの配偶者�
１日�
�
（略）





【職員の給与に関する条例】


第14条　通勤手当は、次に掲げる職員に対して支給する。


(1)・(2)（略）


(3)　通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自転車等を使用することを常例とする職員（略)


２　通勤手当の額は、６箇月を超えない範囲内で、月の１日からその月以後の月の末日までの期間として人事委員会規則で定める期間(以下「支給対象期間」という。)につき、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額とする。


(1)　（略）


(2)　前項第２号に掲げる職員　次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に定める額(育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び法第26条の３第１項の規定による承認を受けて１週間の勤務時間の一部について勤務しない職員のうち、１月当たりの通勤回数を考慮して人事委員会規則で定める職員にあっては、その額から、その額に人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額)に支給対象期間の月数を乗じて得た額。（以下略）


イ　自転車等の使用距離(以下この号において「使用距離」という。)が片道５キロメートル未満である職員　2000円


ロ　使用距離が片道５キロメートル以上10キロメートル未満である職員　4200円


ハ～ワ（略）





【職員の通勤手当に関する規則】


第５条　条例第14条第２項第１号に規定する運賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額によるものとする。





【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例】


第15条　任命権者は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に定める期間の特別休暇を与えることができる。


（略）


(6)　前各号に掲げるもののほか、人事委員会規則で定める場合　人事委員会規則で定める期間





【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則】


第10条　条例第15条第６号の人事委員会規則で定める場合は、次の各号に定める場合とし、同号の人事委員会規則で定める期間は、当該各号に定める期間とする。


（略）


(6)　親族の喪に服する場合　別表第５に定める日数以内で必要と認める期間





別表第５（第10条関係）


死亡した者�
日数�
�
父母、配偶者、子　�
７日�
�
祖父母、兄弟姉妹、父母の配偶者、配偶者の父母　�
３日�
�
孫、子の配偶者、配偶者の子、祖父母の配偶者、配偶者の祖父母、兄弟姉妹の配偶者、配偶者の兄弟姉妹、おじ又はおば、おじ又はおばの配偶者�
１日�
�
備考


１　生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる


（略）









